
《施策の重点化項目》

Ⅰ　地域の安全安心の確保及び市民の健康づくりに向けた取組

Ⅱ　子育て不安の解消と市民の期待に応える学力向上の取組

Ⅲ　快適な環境づくりに向けた取組

Ⅳ　活力あるまちづくりを目指した、産業振興の取組

Ⅴ　協働のまちづくりの展開に向けた取組

Ⅵ　基盤づくり等

Ⅰ 地域の安全安心の確保及び市民の健康づくりに向けた取組

№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

1
　
新
規
防災情報伝達事
業

災害時、市民への情報伝達を迅速かつ広範囲に行うため、防災行
政無線を受信できる防災ラジオを社会福祉連絡協議会単位福祉
協会会長等に配付する。また、非常時の通信手段として優先携帯
電話等を導入し、より安定した行政連絡体制の整備を行う。

１７，９７３

2
　
継
続
耐震性防火水槽
整備事業

火災・震災時の消防水利を確保するため、耐震性１００トン防火水
槽を整備する。

１９，０２９

3
　
新
規
「食」の安全・安
心コミュニケー
ション事業

「食」の安全・安心に対する知識と理解を深めるため、フォーラムの
開催やパソコンの電子メールを活用した情報発信を行うとともに、
市民モニターによる「モニター受入店舗」での食の安全・安心の取
組を評価する。

１５１

4
　
新
規
ウエストナイルウ
イルスサーベイラ
ンス事業

蚊を媒介として人に感染し、日本脳炎と似た症状（高熱など）を引き
起こすウエストナイルウイルスについて、媒介する蚊を捕獲・検査
し、科学的手法による監視（サーベイランス）を行う。

６６１

            平 成 １8 年 度 　　　 主 　　 要  　　施  　　策

　厳しい財政状況下においても、今後のまちづくりを展望する中で、間断なき取
組が必要な課題に対して着実に対応していくこととし、平成１８年度は、協働の取
り組みを基本に据える中で、地域の安全安心の確保、市民の健康づくり、子育て
不安の解消や学力向上、快適な環境づくりについて重点的に推進する。
　更に、税収の確保や雇用の創出などの効果が期待される活力あるまちづくりを
目指し、産業振興に積極的に取り組んでいく。

　・事業費は千円単位で計上
　・（　）内は債務負担行為額
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№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

5
　
新
規
地域介護・福祉
空間整備等事業

高齢者が住み慣れた地域での生活を継続できるよう、地域密着型
サービスの拠点施設を介護保険事業計画に基づき年次的に整備
していくために補助を行う。

２４６，０８０

6
　
新
規
地域包括支援セ
ンター運営事業

高齢者の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助
を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的
に支援する中核機関として設置する。
　基本機能としては、
　①総合的な相談支援・権利擁護業務
　②包括的・継続的ケアマネジメント業務　など

１９７，０００

7
　
新
規
ヘルスアップ尼
崎戦略事業

働き盛り世代をはじめとする市民の早世及び障害発生予防に向
け、若年層から始まる生活習慣病の予防対策を実施する。こうした
取組を積み重ねることにより、国民健康保険医療費の適正化を目
指す。
　①生活習慣病予防対策事業の実施
　②尼崎市保険者協議会の設置
　③総合健康分析システムの構築

９９，８６４

8
　
拡
充
消費生活相談事
業

消費者被害の未然防止及び救済を図るため、消費生活相談を実
施する。複雑・多様化する相談に対し、相談体制を充実させる。ま
た、相談員が法律上の問題について助言や指導を受けられるよう
顧問弁護士制度を引き続き運営する。
  委託先：尼崎消費者協会
  委託先：兵庫県弁護士会

９，１２６

9
　
新
規
自動体外式除細
動器（AED）購入
事業

非医療従事者が応急処置により、心停止者に対する一次救命措
置を行えるようにするため、本庁舎、保健所及び各支所に自動体
外式除細動器(ＡＥＤ）を配置する。

　
２，３６８

10
　
拡
充
応急手当普及啓
発事業

救命効果の向上を図るため、市民に対して自動体外式除細動器
（AED)の使用を含めた普通救命講習等を実施し、応急手当の普及
啓発を推進する。
　
  実施場所　　防災センター、北部防災センター、各消防署

２，０００

11
　
継
続
庄下川都市基盤
河川改修事業

庄下川上流部は市街化により、保水機能が低下している上、護岸
の老朽化及び狭小な河川断面積により、洪水時に護岸崩壊や溢
水等、危険な状態にあるため、治水機能の強化を図る。
　
 施行期間　　　平成１４年度～平成２４年度
 １８年度事業　南塚口町８丁目地内７５ｍ
　　　　　　　　　　護岸改修工事、河床掘削工事

６０，５５０

12
　
新
規
国民保護計画事
業

尼崎市国民保護協議会を設置し、国民保護計画を作成する。 １３１
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№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

13
　
継
続
アスベストに係る
健康診断事業

　
アスベストによる健康影響に関して不安のある市民を対象に健康
診断を実施し、疾病の早期発見・早期治療に取り組む。

　１，６２７

14
　
新
規
アスベストばく露
による健康リスク
評価に関する調
査事業

　
国の委託事業として保健所等のアスベスト健診で要精密検査とな
り、指定する医療機関において精密検査を受診後、経過観察と
なった者のうち、当該事業に協力を申し出た者を健康リスク評価シ
ステムに登録し、継続して健康調査を行う。

９，５０２

15
　
拡
充
アスベスト対策
事業費（説明会
開催、パンフレッ
ト作成）

　
アスベストの飛散による環境汚染を防止するため、市内のアスベ
スト環境調査を始め、家屋解体工事等の立入り検査を実施すると
ともに、法改正に伴う事業者等への講習会の実施、パンフレットの
作成など、市民・事業者への適切な情報提供を行う。
　（事業費は、１８年度新たに実施する説明会開催経費及びパンフ
レット作成経費のみ計上）

２１２

16
　
継
続
防塵マスク等整
備事業

　
災害現場等で活動する消防職・団員に対し、呼吸保護具（防塵マ
スク・保護メガネ）を配備し、安全・健康を確保するための対策を講
じる。

 ３，０９９

17
　
新
規
吹付けアスベスト
除去等事業

公共建築物に使用されている吹付けアスベスト等の飛散を防止す
るため、除去工事等を実施する。

８３９，７１２

18
　
新
規
吹付けアスベスト
除去等助成事業

　
民間事業者等の建築物に使用されているアスベスト除去等の処
理を促進し、アスベストによる今後の被害を未然に防止するため、
その費用の一部を助成する。

１０，８４０

（アスベスト対策関連事業）

３



Ⅱ 子育て不安の解消と市民の期待に応える学力向上の取組

№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

1
　
新
規
母子家庭自立支
援給付金事業

母子家庭の母の就業を促進するため、自立支援策として市が指
定する教育訓練講座の受講料及び資格取得に係る経費の一部を
助成する。

３，９２４

2
　
新
規
子どもに関する
条例等検討事業

児童虐待等、子どもの人権侵害の現状を踏まえ、大人、子どもが
共に人権に関する認識を高めるとともに、子どもの育ちを地域社
会全体が支援していく仕組みづくりの一層の推進に向け、条例の
制定も視野に入れた調査・検討を行う。

５，２２１

3
　
拡
充
あまがさきキッズ
サポーターズ支
援事業

行政と市民が協働し、子育て支援を行う体制を構築していく。地域
の子育て支援情報の収集発信を行う市民の自主的な活動を育
成・支援するとともに、育児に関する悩みや不安を解消するため、
子育て中の親子が気軽に集い、仲間づくりや情報交換ができる交
流の場（つどいの広場）を設置する。

６，１２０

4
　
拡
充
母子福祉セン
ター指定管理者
管理運営事業

母子家庭の母の自立を促進するために、パソコン講座をはじめ、
各種相談の充実、就労支援や技能習得の機会づくりなど、より一
層の支援を行うとともに、管理運営を指定管理者に代行させ、効
率的・効果的な管理運営を図る。

７，５７２

5
　
拡
充
きめ細かな教育
推進事業

児童生徒の基礎学力の向上を推進するため、学力・生活実態調
査の分析結果に基づき、習熟度別学習等の個に応じたきめ細か
な教育を推進する。

６０，２４１

6
　
拡
充
自主学習支援等
事業

家庭学習につながる児童の自主的な学習の支援対策として、放
課後を中心に指導補助員を配置し、教室や図書室などで補習や
宿題の指導を行う。また、家庭学習の重要性について保護者の理
解と協力を求めるため、全保護者に対して学力向上と生活の改善
を目指す教育啓発誌を年３回発行する。

２０，８９８

7
　
継
続
学力・生活実態
調査事業

児童生徒の学力と生活実態を具体的に把握し、今後の学習指導
や施策の展開に役立てるため、全市の小・中学校の児童生徒を
対象とした学力調査と生活実態調査を実施する。また、結果を分
析し、学力向上推進委員会で今後の施策の展開等を検討する。

１０，５３６

8
　
拡
充
計算科創設事業 小学校においてそろばんを用いた「計算科」を教科として教育課程

に位置付け、年間を通じて計画的に指導を行う「尼崎計算教育特
区」事業を５校から１０校に拡大して実施する。

３，２２４
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№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

9
　
新
規
言語力向上事業
（「ことばをグーン
とアップ」）

伝える力や調べる力を含めた言語力を向上させるため、読書指導
をはじめ読み聞かせや朗読等において専門的知識をもった図書
館司書等の資格を有する者を小・中学校１５校に配置する。

２３，３１０

10
　
拡
充
指導力向上等事
業

教員の日々の授業の質を高め、指導力を向上させるため、すべて
の教員が年１回公開授業を実施し、教員相互の授業研究を行う。
また、教科指導の優れた教員を表彰し、教員の意欲を高め、人材
の育成を図る。

５，０１０

11
　
拡
充
不登校対策事業 本市の不登校児童生徒（年間３０日以上欠席者）の割合は、小学

校においては全国平均を下回るものの、中学校においては全国
平均を上回る傾向にあるため、中学校５校に生活指導員を配置
し、別室での個々の生徒の実態に応じた効果的な指導・支援を行
う。また、夏季休業期間中に社会体験活動を実施する。

１４，２６７

12
　
継
続
学校適正規模・
適正配置推進事
業

児童生徒数の減少により小規模化が進む小・中学校において、教
育上適切な児童生徒集団を確保し、良好な学習環境の創出を図
るため、小・中学校の適正規模・適正配置を推進する。

２，４２７，５２３
（１，１９７，６００）

13
　
継
続
市立高等学校教
育の推進事業

市立全日制高等学校教育改革実施計画に基づき、統合による特
色ある高等学校づくり、普通科入学者選抜制度の改編に向けた
取組みを行う。

２０３，０８２

14
　
継
続
学校施設耐震化
事業

新耐震基準施行（昭和５６年）以前に建てられた学校施設の耐震
化を推進するため、耐震診断及び耐震補強工事を実施する。

２１５，３００
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Ⅲ 快適な環境づくりに向けた取組

№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

1
　
新
規
尼崎市環境マネ
ジメントシステム
構築事業

本市環境施策の一元的な進行管理を図るため、新たな環境マネ
ジメントシステムを構築する。ＩＳＯ１４００１の規格の基本形は維持
し、本市の実情に即したシステムマニュアル等により、各局の主体
性・自主性に基づく運用を推進する。

２，０００

2
　
新
規
（仮称）尼崎市地
球温暖化対策地
域推進計画策定
等事業

京都議定書の発効等を踏まえ、本市における温室効果ガス排出
削減を目標とする（仮称）尼崎市地球温暖化対策地域推進計画を
策定するなど、地域における地球温暖化対策をより一層推進して
いく。

１２，１８６

3
　
拡
充
阪神尼あんしん
まちづくり事業

阪神尼崎駅前を中心とした地域を地域住民、地元商業者が中心
となり、県民局、警察署、市が協働して環境浄化に取り組む。

７９７

4
　
継
続
自然と文化の森
構想推進事業

市民との協働による猪名川自然林の保全に向けた植生調査や里
山管理体験などを行う。
また、都市内農地の保全・活用方策について 関係機関や庁内関
係課とともに検討を行う。

１，３０６

5
　
新
規
農業公園駐車場
整備事業

園田競馬場周辺整備事業として、兵庫県競馬組合からの負担金
の交付を受け、農業公園の西隣に新たに駐車場を整備し、公園
利用者の利便性を高める。

１９，０００
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Ⅳ 活力あるまちづくりを目指した、産業振興の取組

№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

1
　
新
規
元気企業マーケ
ティング戦略構
築支援事業

新たな事業展開や販路開拓等を目指す市内事業者を対象に、事
業化のための調査委託及び調査結果に基づく専門家による実践
指導を行い、中小企業基盤整備機構と協調しつつ支援する。

４，８２７

2
　
継
続
企業立地促進条
例運営事業

認定審査会の設置による企業立地促進制度の円滑な運用を図る
とともに、産業関連団体等との連携などにより、企業の立地促進
に係る取り組みを推進する。

８７５

3
　
新
規
工場用地等情報
開拓推進事業

土地調査のノウハウなどを持つ人材を活用し、市内の工業系用途
地域内の現地調査などを行うことにより、市内に立地意向のある
企業に対して紹介が可能な工場用地等に関する情報の収集・提
供機能を強化する。

５，０００

4
　
拡
充
ｅコマース支援事
業

商店街・小売市場の情報化を促進するため、ポイントカード事業の
導入や有効活用について専門家による実践指導に要する経費も
しくはホームページによる情報発信事業等の実施にかかる経費の
一部を助成する。

１，０９０

5
　
拡
充
産業のまち「あま
がさき」キャン
ペーン事業

大都市圏で開催される産業関連フェアへ出展し、産業のまちとし
ての特色などをアピールするとともに、本市の立地優位性や企業
立地促進制度などをまとめた企業立地ガイドブック等を先端性の
高い企業などへ送付し、本市への企業誘致につなげる。

５，５９７

6
　
継
続
ものづくり支援セ
ンター機能強化
事業

ものづくり支援センターに精密微細加工技術等の確立に向けた機
器を兵庫県と連携して整備し、地域企業への新技術・新製品開発
の支援を強化する。

５０，０００

7
　
拡
充
若年就業支援事
業（ヤング・キャ
リア・サポート事
業）

深刻な若年層の失業問題に対応するため、職業意識の向上等を
図るセミナーを実施するとともに、新たにキャリア・カウンセラーに
よるカウンセリングを実施し、若年失業者層の就職支援を行う。

１，２２６

7



Ⅴ 協働のまちづくりの展開に向けた取組

№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

1
　
拡
充
地域福祉活動モ
デル事業

地域福祉の円滑な推進に向け、17年度から小田地区と園田地区
をモデル地区として地区内の住民などで構成する「福祉会議」で
地域の福祉活動のあり方を協議している。そこで出された意見を
基に１８年度は防災活動や市民活動などの具体的な取組を実施
する。

８８９

2
　
拡
充
男女共同参画社
会づくり関係事
業

男女共同参画社会づくりを効果的に推進するため、条例に基づき
男女共同参画計画を策定するとともに、男女共同参画推進員の
設置等の推進体制を整備する。

１，３４６

3
　
継
続
参加型まちづくり
推進事業

１７年度より設置している市民、事業者による協働研究会を引き続
き開催し、市民の視点からの協働のまちづくりについての提言を
まとめる。また、この提言を踏まえ、協働研究会委員に行政職員
を加えて、協働のまちづくりの基本的な方向をまとめる。

８０４

4
　
継
続
地域資源活用型
まちづくり推進事
業

「歴史文化ゾーン」の魅力づくりについて検討を行う。18年度は17
年度の城内地区まちづくり懇話会の提言を受け、その課題整理と
事業手法等を検討するとともに、まちづくりの関心を高める取組等
を実施する。

２，０００

5
　
継
続
市民まつり事業 市民まつりを開催する市民まつり協議会に対し、負担金を支出す

る。

 時  期　　平成18年10月21日（土）、22日（日）
 場  所　　市役所周辺

１５，０００
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Ⅵ　基盤づくり等

№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

1
　
継
続
阪神西大阪線延
伸事業

「幹線鉄道等活性化事業（乗継円滑化）」による阪神西大阪線の
延伸計画（ホーム新設、立体交差化等）の事業費の一部を地元と
して負担する。
　
　全体事業費　　　　約１１０億円
　１８年度事業費　　１２億１，５００万円
　費用負担           事業費の８％

９７，２００

2
　
継
続
阪神尼崎駅南地
区第一種市街地
再開発事業

市街地再開発事業を行う市街地再開発組合に対する補助等
　
　施行期間　　　　　平成１６年度～平成２１年度
　全体事業費　 　　約８０億円（組合支出総額）
  １８年度補助対象事業費　  　　１億４，８６８万円
　費用負担（補助対象事業費）
　　　県１／３、市１／３（うち国４／１０）、組合１／３

５０，００７

3
　
継
続
あまがさき緑遊
新都心整備事業

ＪＲ尼崎駅北西地区において、広域的交通結節点の地域特性を
生かしたまちづくりのため、都市機能更新型の土地区画整理事業
を独立行政法人都市再生機構の施行により実施する。また、この
事業にあわせて、周辺道路を整備することにより、幹線道路との
ネットワークを形成し、交通流の円滑化と歩行者の安全を図る。

１　土地区画整理事業
　施行面積　　約２２．８ha　　　都市計画道路５路線、近隣公園等
　【平成１８年度施行内容 】
　  土地区画整理事業負担金等（道路整備工事、物件補償等）
２　長洲久々知線立体交差等道路整備事業
　長洲久々知線立体交差、立体歩道、尼崎駅前１号線等
　【平成１８年度施行内容】
　  物件調査、用地測量、用地買収、道路改良工事等

 ２，１３０，５２２
(７３０，１５０)

4
　
継
続
臨海西部拠点開
発事業

臨海西部地域の都市基盤を整備するため、土地区画整理事業を
実施する。

　土地区画整理事業
　　施行面積　　約７７．８ha　　　都市計画道路４路線等
　【平成１８年度施行内容】
　　道路整備工事、橋りょう整備工事、設計、支障物件移設補償

１，３２６，３５３

5
　
継
続
築地地区震災復
興事業

築地地区において、土地区画整理事業、住宅地区改良事業等の
事業手法により、災害に強く、城下町の雰囲気を残した街並みの
再生を図る。

１　土地区画整理事業
　施行面積　約１３．７ha　　 幹線道路、建物移転、公園造成等
２　住宅地区改良事業
　改良住宅建設、不良住宅買収除却等
　【平成１８年度施行内容】
     換地計画業務委託等

６２，６９０
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№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

6
　
継
続
戸ノ内住宅地区
改良事業等

戸ノ内地区において、住宅地区改良事業及び住宅市街地総合整
備事業の手法により、災害に強いまちづくりを目指す。あわせて、
工場・住宅の用途地域の純化と集約化を図る。

１　住宅地区改良事業　第３～第５地区
　 改良住宅建設、不良住宅買収除却、道路用地等取得等
　【平成１８年度施行内容】
　  不良住宅買収除却、道路用地等取得等
２　住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）
　 地区面積：約２１．２ha　老朽建築物等除却、道路用地等取得等
　【平成１８年度施行内容】
　　道路用地等取得、道路工事調査設計、道路整備工事等

９３５，４８５

7
　
継
続
市営琴浦・西難
波・武庫川住宅
建替事業

老朽化が著しく、浴室設備がないなど早急な住環境の改善を図る
必要のある市営琴浦・西難波・武庫川住宅の集約建替えを行う。
　
　【平成１８年度施行内容】
　　本体・屋外附帯工事、下水道管布設、水道管布設負担金等

３６８，６０２
（２，６１９，６８２）

8
　
新
規
市営住宅指定管
理者管理運営等
事業

平成１９年１月から市営住宅の管理運営を指定管理者に代行さ
せ、効率的・効果的な管理運営を図る。また、指定管理者制度へ
の円滑な移行に必要となる市営住宅管理センターの事務所設置
にかかる改修工事及び住宅管理システムの改修等を行う。

１２８，５７６

9
　
新
規
みのり園整備事
業

就労支援機能を付加した社会福祉法人による知的障害者通所授
産施設の開設に向けて、移管先法人の募集、施設改修等に必要
な補助金の交付等を行う。

４１，０６９

№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

10
　
新
規
市民懇話会運営
事業

行財政の健全化に向けた取組の一環として、行政サービスの内
容や地域課題に対する取組等について意見を聞くため、市民懇話
会を設置する。

　・市民３０人程度
　・１０回程度開催予定

３，２７２

11
　
新
規
市政功労者表彰
事業

*市制９０周年記念
事業

市制９０周年を記念し、永年にわたり、地方自治、産業、教育、社
会福祉、文化の振興発展に尽力し、尼崎市政の伸展に特に功労
のあった方を表彰し、その功績をたたえる。

　式典予定日　  平成１８年１０月２１日（土）
　場         所　　アルカイックホール・オクト

３，９７６

（その他）
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№ 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 １８年度事業費

12
　
新
規
「図説尼崎の歴
史」刊行等事業

*市制９０周年記念
事業

市民の地域に対する理解と関心を高め、今後のまちづくりの基礎
としていくため、親しみやすく地域に密着した内容の市史「図説尼
崎の歴史」を編集・刊行し、あわせて市制９０周年の記念歴史展示
会等を行う。

１２，９６４

13
　
新
規
近松賞受賞作品
上演等事業

15年度に決定した第２回近松賞受賞作品「元禄光琳模様」の上
演、第４回近松賞公募のＰＲ活動を行う。

 上演時期　　平成１９年１月～２月
 会　  　場　　ピッコロシアター大ホール

２９，１２４

14
　
新
規
国民体育大会開
催事業

第６１回国民体育大会「のじぎく兵庫国体」が開催され、本市にお
いて水泳、体操、軟式野球等の各競技を開催する。

 開  催 日 　・リハーサル大会（競泳、ｼﾝｸﾛﾅｲｽﾞﾄﾞｽｲﾐﾝｸﾞ）
　　　　　　　 　平成18年 7月下旬
　     　　　   ・本大会　 平成18年9月30日（土）～10月10日（火）
 会　 　 場   尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設、
                 記念公園総合体育館、記念公園野球場、
                 小田南公園野球場、
 開催競技　 競泳、シンクロナイズドスイミング、体操競技、
　　　　　　  　軟式野球、少林寺拳法、スポーツ芸術

４０１，０１９

15
　
新
規
全国障害者ス
ポーツ大会開催
事業

障害者スポーツの全国的な祭典である全国障害者スポーツ大会
を開催する。
 
 開  催 日　  ・リハーサル大会　平成18年 5月28日（日）
　     　　　    ・本大会　平成18年10月14日（土）～16日（月）
 会　 　 場    尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設
 開催競技　  水泳

８，４２３
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